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I N F O R M AT I O N

活動理念 C o n t e n t s

痛みも、希望も、未来も、共に。
Share the pain. Share the hope. Share the future.

一つの地球に生きる、一つの家族として。
人の痛みや苦しみを誰もが共にし、

「みんなが、みんなを支える社会 」を日本財団はめざします。

市民。企業。N P O。政府。国際機関。
世界中のあらゆるネットワークに働きかけます。
知識・経験・人材をつなぎ、
ひとりひとりが自分にできることで社会を変える、
ソーシャルイノベーションの輪をひろげていきます。

日本財団公式サイトでは、 より詳しい情報や速報をご覧いただけます。
日本財団公式SNSでは、社会課題を楽しく知れるコンテンツを発信しています。

日本財団公式サイト
https ://www.n ippon-foundat ion .
or. jp/

日本財団公式Instagram
https ://www. instagram.com/
nippon_foundat ion

日本財団公式YouTube
https ://www.youtube.com/
channe l/UCr_
QXzIXVxPUcErwMPlha iw

日本財団公式Twitter
https ://twi t ter.com/
NipponZaidan

日本財団公式Facebook
https ://www.facebook.com/
NipponZaidan



2 3

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

グローバル化の進行で世の中の動きが早まり、パンデミック（世界的大流行）となった新型コロナ禍
も加わって社会課題が複雑多様化しています。とりわけ少子高齢化は、ひとりの女性が生涯に産む
子供の数を示す合計特殊出生率が2021年1.30と6年連続で低下するなど深刻度を増し、取り組
むべき課題も増えています。今回は次代を担う子どもの健全育成に向け日本財団としてどう活動し
ていくか、会長の笹川陽平に聞きました。（聞き手：経営企画広報部広報チーム 小林 朋世）

そもそも日本は歴史的に子どもを大切にす
る国です。昔は親子3世代が同じ家で暮らす
ことが普通でしたが、今は両親とは別居する
のが一般的になっています。おじいちゃんお
ばあちゃんが近くにいれば、子どもの面倒を
見てくれることもありますが、特にひとり親家
庭などでは、一人で子育てをする孤独感から
気分が鬱 と々したり、近所住民との関係が乏
しく理不尽な批判を受けるなど、より厳しい状
況の中で子どもを育てることになります。世代
間の交流の中でつくられる子育て環境が失わ
れつつある弊害は大きいと考えています。

−地域のコミュニティーとして機能する「子
ども第三の居場所」について聞かせてくだ
さい−

日本では、老人ホームや障害者施設を郊外
につくり、街中から遠ざけてきた過去がありま
す。多様性を認めず区別をしてきた結果、子
どもたちにとって働き盛りの大人や健常者が
街中の大部分を占める光景が普通になってし
まいました。私としては、高齢者や障害者をは
じめとした多様な人たちが行き交う社会に戻し
たいと思っています。そのためにも、子どもを
中心に人々が集うセンターの役割を「子ども第
三の居場所」に担わせたいと考えています。

単純に経済的に困窮している家庭の子ども
だけを支援をするというのでは、同じ環境に置
かれた子どもだけが集まり、彼らに必要な物
や事を与える場所に留まってしまいます。老
若男女、健常者・障害者、様 な々バックグラウ
ンドを持つ子どもや大人が集まる場所にする
ことで、子ども自身が「私もこんな風になりた
い！」とビジョンを描ける環境にしていきたいで
す。例えば、おじいちゃんおばあちゃんから、
その地域ならではの昔話や生活の知恵を教
わったり、学生から勉強やスポーツを習うこと
ができるような、地域に根付いた小さなコミュ
ニティーをつくりたいと思っています。

−日本財団 母乳バンクの設立について、会
長の思いはありますか？−

私が日本財団 母乳バンクの設立を考えた
きっかけは、移動中の車内で見たNHKの
ニュースでした。母乳バンクの必要性を訴
えているものの、活動がなかなか広がらな
いといった内容で、少子高齢化の中で年間
5,000人の超早産・極低出生体重の⾚ちゃん
が、母乳がないため健康に育たない状況に置
かれていると知り、すぐに対処しなければと思
いました。今回は私が社会課題を見つけ事
業化を提案しましたが、日本財団職員には、
ニュースを見たらまず日本財団にできることは
ないかを考え、「好奇心」をもって仕事に取り
組んでほしいと思っています。「社会課題を見
つけてそれを解決する」。これこそ、日本財団
のあるべき姿勢です。

−進む少子高齢化で、社会全体の「子ども」
への関心が薄れていくのではないか心配して
います。会長はどうお考えですか？−

それは全く逆だと思います。少子高齢化社
会において、今いる子どもたち、これから生ま
れてくる子どもたちを社会全体で大切にしてい
かなくてはいけないという意識が高まっている
と実感しています。だからこそ、子ども家庭庁
の設立や子ども基本法の議論が盛り上がって
きたのだと思います。これからの日本を背負っ
ていくのは、間違いなく子どもたちです。冒頭
でも言いましたように、「備えあれば憂いなし」
の精神で課題解決に必要な政策を進めてい
かなければいけません。国として行き届かな
い分野・課題に、日本財団はこれからも取り組
んでいきたいと思っています。

−日本が直面する少子高齢化について、ど
うお考えですか？−

日本の少子高齢化は30年前から始まって
いますが、日本という国は、何事も危機的な
状況に直面しないと行動しない民族性がある
ように思います。

いつも言っていますが、「備えあれば憂いな

し」の精神で予防策を常に用意しておくことが
重要です。日本は1994年に子どもの権利を
中心に考える「子どもの権利条約」に批准しま
した。にも関わらず、ここ数年、子どもの自殺
や虐待のニュースが頻繁に報道されるように
なってようやく条約の重要性を認識し、課題
に取り組み始めました。

日本財団会長　笹川 陽平

会
長
挨
拶会長挨拶

日本社会・地域社会全体で、
次世代を担う子どもたちの未来を
支えていく。

笹川陽平ブログ
http ://b log .canpan.
info/sasakawa　

※活動の様子を随時更新しています。



4 5

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

日
本
財
団
と
は
？

日本財団とは？



6 7

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

数
値
で
見
る
日
本
財
団

数値で見る日本財団



8 9

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

 

　
　
　
　
　
　
　
　
　  

特
集

特集



10 11

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

内航コンテナ船とカーフェリーによる
無人化技術実証実験
（株式会社商船三井　ほか7社）

無人運航船の未来創造
～多様な専門家で描くグランド・デザイン～

（株式会社日本海洋科学　ほか29社）

水陸両用無人運転技術の開発
～八ッ場スマートモビリティ～
（ITbookホールディングス株式会社　ほか4社・団体）

無人航行船＠横須賀市
猿島プロジェクト

（株式会社丸紅　ほか3社・団体）

スマートフェリーの開発
（三井造船株式会社　ほか1社）

1

3

4

2

5

●世界初の船舶が多数行き交う輻輳（ふくそう）海域での
　無人運航船実証

●世界初の水陸両用船の無人運航実証

●世界初の小型観光旅客船での実証

●世界初の大型フェリーによる時速50キロを
　超える高速での無人運航船実証

●世界最長距離の無人運航実証
●世界初の営業コンテナ船による実証、
　係船支援でのドローン活用

3

5

4

1

2

2

住み慣れた地域で
人間らしい最期を迎える
ために。

人生の最期は、
自分らしく迎えたい。

日本と中央アジアをつなぐ
人材の懸け橋。

コロナ危機を
ともに乗り越えるために。

6隻の“世界初”無人運航
実証実験、すべて成功。

母乳でつなぐ、
いのちのたすき。

遺言は愛の言葉。

D&I社会の実現を
目指して。

スポーツの力で
社会貢献の輪を広げる。

P12 P22

P20

P14 P24

P16 P26

P18 P28

日本財団は、社会課題を解決し、より良い社会を実現するために

「ソーシャルイノベーション」のハブとなります。

2021年度に実施した事業をピックアップしてご紹介します。

あなたのまちづくり 人間の安全保障

みんなのいのち 世界の絆

海の未来

子ども・若者の未来 寄付文化醸成

豊かな文化 その他ピックアップ事業
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現在、在宅で最後を迎えられたいことを希望する国民
が約８割にのぼる一方、実際には約８割の方が病院で亡
くなられています。特に過疎、高齢化が急速に進む地方
では、近年、医療や介護を担う人材の不足傾向にあり、
在宅でのケアを希望したとしても、それに応えられる体制
がなく、やむを得ず施設に入られたり、軽度の症状でも、
病院に長期入院される方もいらっしゃるようです。

このような課題に対処するため、日本財団では鳥取県
との共同プロジェクトにおいて、中山間地域における在宅
ケアの仕組みづくりに取り組んできました。今回はその
中から3つの取り組みをご紹介します。

1.ウェルビーイングを意識した終活
「死」について考えることは、やはり重たく、できること

なら考えたくないテーマかもしれません。しかし、自分
なりの最後をどのように迎えるのかということを考えてお
くことは、今の生をより豊かにするものでもあり、家族関
係や自分と社会とのつながりを見直すきっかけにもなり
ます。

日本財団では、鳥取県琴浦町において、琴浦町版の
「エンディングノート」（通称“琴浦そろいそろい手帳”
※「そろいそろい」とは、地元の方言で、「ゆっくりと」の
意味）の制作を通し、こうしたテーマに取り組んできま
した。

地域住民の方
にもご参加頂い
た数回のワーク
ショップを通して
出来上がったこ
の「エンディング
ノート」は、ほか
の一般的なもの
とちがい、ご本人がより豊かに老後を過ごし、その人らし
い最期を迎えることを意識した内容となっています。最
近では「ウェルビーイング」という言葉をよく見聞きしま
すが、ご本人が大切にされている価値観などを整理し、
伝える工夫がされており、例えばケアにかかわる方がこの
ノートを見ることで、ご本人の意思に沿った、より良いケ
アにつながることが期待されます。

2.映像の力を使った啓発活動
人生の最後や死という重たい問題に向き合うために

は、やはり“きっかけ”となるものが必要です。鳥取県大
山町においては、映像の力を活用し、在宅看取りや在宅
ケアに関する啓発活動の取り組みを支援しました。
「大山１００年ＬＩＦＥ実行委員会」という名称で始まっ

たこの取り組みは、鳥取大学医学部や地元ケーブルテレ
ビ、自治体などとの連携によって推進され、在宅ケアや
看取りをテーマにした映画制作や上映などが行われま
した。

また映像制作の過程で、地域住民の方や医療福祉関
係者を交えた対話の場が複数回持たれ、この問題につい
てより深く考える接点をつくってきました。

こうした対話の中からは、「やはり施設には入りたくな
い」といった声や、「家族の手だけで親の介護をみるのは
やはりしんどい。仕事との両立も難しい。」といった切実
な声も聞かれました。

地域住民の方がこうした問題に対して考える“きっか
け”が生まれたことにより、今後、自治体をはじめ、地域
全体で高齢者の介護や看取りを支える仕組みに発展させ
るべく、現在検討が進められています。

３．人間らしい最期、老後を迎えるために
人が生まれてから亡くなるまで、叶うならば病室の中

ではなく、住み慣れた場所で人間らしい時を過ごしたい
ものです。このようなあり方を形にしようと、鳥取県智頭
町においては、在宅ケアを支えるための拠点づくりに取
り組んでいます。具体的には、地域密着型通所介護や
診療所、入浴や宿泊の機能を備えた拠点整備を計画中
で、全国からこうしたケアの在り方に共感いただける医療
関係者とのネットワークづくりも行っています。本事業は
2022年2月に着手されたばかりですが、人口が少ない
一方、豊かな自然に恵まれた鳥取県だからこそ、人に寄
り添ったケアを具現化する場所が生まれることを期待し
ています。

人口が縮小し、巨額の財政赤字を抱える我が国においては、

医療・福祉サービスの持続性が問われています。

本プロジェクトでは、日本で最も人口の少ない鳥取県における

住民参加型の在宅ケアに取り組んできました。

住み慣れた地域で
人間らしい最期を迎えるために。

あなたのまちづくり

琴浦町で制作された独自の「エンディングノート」

在宅看取りをテーマに扱った映画上映会の様子

人間らしいケアを実現するための拠点づくり

中山間地域における
在宅ケアの仕組みづくり

鳥取県・日本財団共同プロジェクト
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とができる地域づくりのさらなる推進と拡大に向けた事
業の募集「日本財団もう一つの“家”プロジェクト」を開
始しました。

高齢者やがんを患った方などが、人生の最期まで心豊
かに過ごすことができる拠点の整備として、「もう一つの
“家”プロジェクト」を開始しました。制度上は高齢者施
設であったとしても、殺風景な空間ではなく「暮らし」を
する場所を実現するべく、「もう一つの“家”」のポイント
として下記の点を挙げています。
★もう一つの“家”のポイント
●自分らしい生活リズムが実現できる個の空間があること
●他者とのかかわりをもつための共用空間があること
●地域に開放される空間があること
●自然を感じる空間（例えば庭）があること
●五感（視覚、聴覚、触覚、味覚、嗅覚）を意識した空
　間設計がなされていること
●高齢者（住まいの利用者）の身体機能の低下を補う空
　間設計がなされていること

「看取りを考える」ことは「今どのように生きるか」を考
えること。場所を整備するだけではなく、その地域の仲
間とともに暮らし、支えていくことを大切にするため、整
備した拠点では、「在宅看取りを促進するための地域づ
くり事業」を行うこととしています。介護保険外サービス

（薬受け取り、散髪、散歩など）を実施したり、在宅で
の看取りを経験した人が、その経験を地域住民に話し
たり、さまざまなプログラムを行っていただいています。
2021年度は、上記の拠点整備と地域づくり事業の実施
で、11団体への支援を行いました。

在宅看取りの促進のため、今後も、誰もが最期まで自
分の望む生活を送ることのできる社会の実現を目指して
支援を行っていきます。

世界に先駆けて超高齢化社会を迎えている日本。
2025年には後期高齢者人口が約2,200万人となり、
2040年には65歳以上の高齢者の人口が最大になると
言われています。「終活」（しゅうかつ）という言葉があ
るように、わたしたちそれぞれが、自分の人生の最期を
考える世の中となっています。
「人生の最期を迎える場所」は、時代とともに変化して

きました。1951年当時8割以上の人が自宅で最期を
迎えていました（※）が、医療技術の進歩や、家族構成の
変化によって1976年には自宅死と病院死の割合が逆転
し、2016年以降、病院で最期を迎える人が8割近くを
占めるようになりました。

その一方で、多くの人は人生の最期を自宅で迎えたい
と望んでいます。本格的な高齢多死社会を迎える日本
においてこの逆転した状況を解決する糸口を探るため、
2020年度に「人生の最期の迎え方に関する全国調査」
を実施しました。

調査対象は男女（67～ 81歳）と、その世代に存命の
親がいる男女（35～ 59歳）の1,000人。死期が迫っ
ているとわかったときに、人生の最期を迎えたい場所とし
て、自宅などの住み慣れた場所を望んでいる人が約6割
にものぼり、必ずしも本人の希望が叶えられている社会
ではないということが明らかになりました。67～ 81歳
の世代では、「長く生きることを優先させ、積極的な治療
を受ける」ことより、「無理に治療をせずに、体を楽にさ
せることを優先」に対する共感度合いが高く、今後の暮ら
し方については、「自分らしく生きたい（70.4%）」と回
答がありました。

心豊かな終末は地域の医療と介護の連携などが不可
欠です。日本財団は、住み慣れた場所で最期を迎えるこ

看取りを考えることは、どのような人生を生きたいかを考えること。

調査結果を踏まえ、新しい助成プログラムを開始しました。

人生の最期は、自分らしく迎えたい。

みんなのいのち

Q.あなたは、死期が迫っているとわかったときに、
　人生の最後をどこで迎えたいですか？

医療施設（病院・診療所）

33.9％

自宅
58.8％

その他 3.1％
子の家
0.1％

介護施設
（有料老人ホーム・特別養護老人ホーム・
サービス付き高齢者向け住宅など）

4.1％

 （一番望ましい場所/67～81歳の当事者）

いちばん望ましい場所は「自宅」と回答した人が約6割

※ 厚生労働省「人口動態統計」（2016年）

民家を改修することで、より“家”らしい空間となっています

病院で亡くなることが
当たり前となってきた

自宅でも病院でもない、
「もう一つの“家”」のような場所を整備

日本財団もう一つの“家”プロジェクト　
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母乳バンクは、ドナーミルクを低温殺菌処理・冷凍保
管・医療機関に提供する施設です。母乳がたくさん出る
お母さんから余った母乳をドナーミルクとして寄付してい
ただき、適切に処理・管理し、超早産・極低出生体重児が
自分の母親から母乳を得られない場合に、NICU（新生
児集中治療室）の要請に応じて、ドナーミルクを提供し
ます。

1909年に世界初の母乳バンクがウィーンで誕生して
以来、現在50カ国750カ所以上の母乳バンクがあり
ます。

日本財団では、2021年度に日本で最大規模の母乳
バンクをつくるべく、一般財団法人日本財団母乳バンク
を設立しました。日本において年間に必要とされている
5,000人の超早産児・極低出生体重児のドナーミルクを
適切に低温殺菌処理・冷凍管理し、安全に提供できる体
制を構築することを目標に活動しています。

また、ドナーミルクの栄養価や超早産児・極低出生体
重児の経腸栄養に効果的な生理活性物質量も測定分析
することで、オーダーメイドのドナーミルクを提供できる
研究体制を構築しています。

日本では、毎年約7,000人の赤ちゃんが超早産・極低
出生体重（体重1,500g未満の赤ちゃん）で生まれてき
ます。そのうち、約5,000人が母親以外の母乳を必要と
しています。

現在では、生まれたときの体重が1,000グラムに満た
ない未熟な赤ちゃんが助かる時代になりましたが、そん
な赤ちゃんたちの生死にかかわるのが、壊死性腸炎とい
う腸の一部が壊死してしまう病気です。壊死性腸炎は、
母乳で育てたときよりも粉ミルクで育てたときのほうが高
い確率で起こることがわかっています。

そんな時、母乳があげられるようになるまでの間をつ
なぐのがドナーミルク（寄付された母乳）です。母乳には
超早産や極低出生体重で生まれた赤ちゃんの腸を早く成
熟させる物質が含まれています。しかし、早産の場合、
なんらかの理由で母乳が出ない、または出ても赤ちゃん
にあげられないケースがあります。

ドナーミルクは、超早産や極低出生体重の赤ちゃんの
腸を少しでも早く成熟させ、その赤ちゃんの命と将来にわ
たる健康を促進する役割を担っているのです。

ドナーミルク（寄付された母乳）を通じて、

母乳を必要とする早産・極低出生体重の赤ちゃんの

いのちと元気のたすきをつなぎます。

母乳でつなぐ、いのちのたすき。

子ども・若者の未来

ドナーミルクで育つ赤ちゃん 母乳の成分分析・研究の様子

ドナーミルクが届くまで

日本財団　母乳バンク

超早産・極低出生体重の
赤ちゃんをドナーミルクで救う

日本財団　母乳バンク



18 19

会
長
挨
拶

日
本
財
団
と
は
？

数
値
で
見
る
日
本
財
団

特
集

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

2
0
2
1
年
度
実
施
事
業
／

事
業
評
価
と
監
査
か
ら
の
報
告

会
計
報
告

活
動
資
金
／
組
織
概
要

ハ
イ
ラ
イ
ト
2
0
2
1
年
度

■パラアスリート講師による教育・研修プログラムの展開
　D&I社会の実現に向け実施している「あすチャレ！」の
5つのプログラムは、小・中・高・特別支援学校などの授業
で導入されている教育プログラム、企業・団体・自治体・
大学向けの研修プログラムがあり、パラアスリートやパラ
スポーツに携わっている約80名の講師たちが目の前の
壁をどう捉え、どう解決してきたか、「できない」を「でき
る」に変えるための工夫や視点など、それぞれの経験に
基づいたリアルを伝えることを通じて、障害とは、共生社
会とは、を考えるきっかけを提供してきました。

パラスポーツ体験型授業「あすチャレ！スクール」、障
害や共生社会について講師と一緒に考えるワークショッ
プ型授業「あすチャレ！ジュニアアカデミー」、誰もが楽し
めるようルールや競技用具が工夫されたパラスポーツを
みんなで体験する「あすチャレ！運動会」、スピーチトレー
ニングを修了したパラアスリート・指導者講師を派遣する

「あすチャレ！メッセンジャー」など、多様なニーズや目的
に合わせて活用され、2016年からこれまでに全国47都
道府県で約3,000回、33万人以上が参加しています。

■パラリンピック競技団体支援
　2015年にパラリンピック競技団体の基盤強化を目的
として日本財団ビル4階に共同オフィスをオープンし、助
成金制度、キャパシティビルディングの提供を行ってきま
した。助成金制度は安定した団体運営に欠かせない事
務局人件費、普及啓発費、ファンやスポンサーを増やす
活動を行う広報・マーケティング費などが大きな割合を占
め、この3費目は2015年度と比較すると倍増し、各団
体の進化とともに助成金の使途も変化しています。キャ
パシティビルディングは、各団体が独自の活動に集中で
きるよう共通業務を集約することを目的とし、予算や人的
リソースをミニマイズした事務局運営を目指しています。
経理、人事・労務、法務、税務、翻訳・通訳の5メニュー
からなる「シェアードサービス」を2021年4月より展開
しています。2021年度末時点では20以上の団体が各
メニューを利用しており、今後さらに増える見込みです。

■パラスポーツ専用体育館の運営
　パラアスリートの練習環境整備を目的とするパラス
ポーツ専用体育館「日本財団パラアリーナ」は2018年6
月のオープン以来、パラリンピック競技の日本代表やクラ
ブチームの日常練習場所として稼働日率ほぼ100％とい
う状況で活用されてきました。2020年4月より新型コ
ロナウイルス感染拡大に伴う軽症感染者向け病床確保の
ための場所として提供していましたが、2021年4月より
練習を再開し東京大会前の練習場所として多くのパラア
スリートに活用されました。

「SOCIAL CHANGE with SPORTS」をスローガンに、

スポーツを通じて、一人ひとりのちがいを認め、誰もが活躍できる

ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）社会の実現を目指します。

D&I社会の実現を目指して。

豊かな文化

日本財団が支援するV500加盟企業向けに実施したオンライン版
「あすチャレ！Academy」

パラアスリート・指導者講師を派遣する「あすチャレ！メッセンジャー」 船の科学館敷地内にある「日本財団パラアリーナ」

夏季・冬季29のパラリンピック競技団体との共同オフィス

あすチャレ！プログラムのひとつ、パラスポーツ体験型授業「あすチャレ！スク―ル」

D＆I社会実現に向けた
パラアスリート講師による教育・研修
パラリンピック競技団体支援

５つの「あすチャレ！」プログラム
日本財団パラスポーツサポートセンター
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日本内航海運組合総連合会によると、令和2年10月
時点での内航船員の年齢構成は、50歳以上が5割を
超え高齢化が進んでいます。また、海上保安レポート
2021によると、令和2年の船舶事故の海難原因のうち
約8割が人為的要因でした。船の無人化、自動化はこれ
ら課題を同時に解決できます。

無人運航技術は、通信環境整備や避航技術の開発が
困難であること、また金銭的な理由などから、これまでは
北欧などの一部の国のみで開発が行われていました。一
方で我が国では、高い画像解析技術を保持していること
から、民間企業どうしがコンソーシアムで技術開発を行
えば、無人運航船の技術が飛躍的に高まる可能性があ
りました。そこで、当財団が中心となり2020年2月に
無人運航船の実証実験に関する技術開発共同プログラム

「MEGURI2040プロジェクト」を立上げました。
MEGURI2040プロジェクトでは、5つのコンソー

シアムが、異なる船舶、航路で無人運航の実証実験を
2022年3月までに実施しました。コンソーシアムへの
参加企業・団体は、計40以上となっています。実証実験
は、船舶交通が非常に多い海域や長距離での航行、大
型船や小型観光旅客船、水陸両用船による航行などであ
り、これらは世界初の試みでした。

以下に5つのコンソーシアムについて紹介します。

東京湾と伊勢湾を結ぶコンテナ船を実験船とし、自
動運航分野で国際的にも豊富な実績を有する多彩な専
門家集団による無人運航船の開発と、それによって支え
られる新時代の国内物流社会の実現を目標としました。

オープンコラボレーションでの取り組みにより、自動離着
岸や自動避航の技術開発に加えて、陸上からの監視によ
り、無人運航機能の不具合時には、陸上からの遠隔操船
を行う陸上支援センターを開発しました。

福井県の敦賀港と鳥取県の境港を結ぶコンテナ船と、
北海道の苫小牧港と茨城県の大洗港を結ぶカーフェリー
を実験船としました。自律運航により、内航海運業界の
喫緊の課題であるヒューマンエラーによる海難事故の撲
滅と、船員不足常態化・船員高年齢化への対応策として、
労務負担の軽減を目指す技術開発を行いました。自動
離着岸や自動避航の技術開発に加えて、係船支援として
ドローンの活用も行いました。

群馬県の八ッ場あがつま湖で、水陸両用船の自動運
航を、自動車の自動運転プログラムを拡張して開発しま
した。また、陸上での監視のための通信には、ローカル
5G通信を用いました。

横須賀市の三笠桟橋とその沖にある猿島を結ぶ小型
旅客船を実験船とし、既存の小型船を安く早く無人運航
化できる技術を開発しました。広く小型船に適用可能な
自動操船技術を実現しました。

横須賀港と新門司港を結ぶ大型内航フェリーを実験
船とし、自動離着岸や自動避航を含む無人運航の技術開
発・実証に加え、将来の機関部故障予知実現に向けた監
視強化の効果を確認しました。

内航コンテナ船とカーフェリーによる
無人化技術実証実験
（株式会社商船三井　ほか7社）

無人運航船の未来創造
～多様な専門家で描くグランド・デザイン～

（株式会社日本海洋科学　ほか29社）

水陸両用無人運転技術の開発
～八ッ場スマートモビリティ～
（ITbookホールディングス株式会社　ほか4社・団体）

無人航行船＠横須賀市
猿島プロジェクト

（株式会社丸紅　ほか3社・団体）

スマートフェリーの開発
（三井造船株式会社　ほか1社）

1

3

4

2

5

●世界初の船舶が多数行き交う輻輳（ふくそう）海域での
　無人運航船実証

●世界初の水陸両用船の無人運航実証

●世界初の小型観光旅客船での実証

●世界初の大型フェリーによる時速50キロを
　超える高速での無人運航船実証

●世界最長距離の無人運航実証
●世界初の営業コンテナ船による実証、
　係船支援でのドローン活用

3

5

4

1

2

2

2025年までに無人運航を本格的に実用化し、

船員不足、ヒューマンエラーによる海難を解決すべく

企画、支援していきます。

6隻の“世界初”無人運航実証実験、
すべて成功。

海の未来

無人運航船の実証実験にかかる技術開発共同プログラムの記者会見の様子

陸上支援センターでの遠隔操船の様子

各コンソーシアムの無人運航船実証実験の航路

社会課題の大きな解決策の
ひとつ、船の無人化、自動化

日本財団　無人運航船プロジェクト MEGURI2040

1

2

3

4

5

無人運航船の未来創造
～多様な専門家で描くグランド・デザイン～

（株式会社日本海洋科学　ほか29社）

内航コンテナ船とカーフェリーによる
無人化技術実証実験

（株式会社商船三井　ほか7社）

水陸両用無人運転技術の開発
～八ッ場スマートモビリティ～

（ITbookホールディングス株式会社　ほか4社・団体）

無人運航船＠横須賀市猿島プロジェクト
（丸紅株式会社　ほか3社・団体）

スマートフェリーの開発
（三菱造船株式会社　ほか1社）
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スリランカでは、2021年5月に新型コロナウイルス感
染症の第3波により感染者が急増しました。さらに、翌
月6月には全国規模の豪雨が発生。経済が打撃を受け
る中、日本財団は、首都から離れた遠隔地に住み、特に
困窮状況にある世帯を対象に緊急支援を実施しました。

現 地NGOのSeva lanka Foundat ion（セワラ
ンカ財団）への助成のもと行われた本事業の前半では、
スリランカの9行政区にて、米や豆、小麦などの穀類を
はじめ、マスク、石鹸など約1カ月分の物資を計1,000
家庭に配布しました。また、貧困が深刻化する中、乳幼
児の健康状態が懸念されていたことから、乳幼児のいる
計800世帯に対して、粉ミルクや栄養補助食品、衛生用
品の提供を行いました。

事業の後半フェーズでは、パンデミックや水害の影響
により生活手段が途絶えてしまった働き手を対象に、生
計回復を目的とした物資の現物支給を行いました。彼ら
の多くは、小売業や裁縫業、農畜産業など小規模ビジネ
スで生計を立てていた人々です。支援対象には、日用品
店を営みながら、病気のある幼児や配偶者の親族を含め
た家族５人を養っている若い父親や、生地の入手が困難
になったことから裁縫業を続けることができず、切り崩し
ていたわずかな貯蓄も底をついてしまった世帯の母親な
どがいます。本支援では、各家庭の経済状況や生計手
段についての詳細な聞き取りのもと、計430人の働き手
に対し、各自のニーズに応じた物資の支給を行い、生計
の立て直しを支援しました。

インド北東部に位置するマニプール州では、新型コロ
ナウイルス感染症の新規感染者数が病院のベッド数を
大きく上回り、多くの住民が家庭内での自己隔離を強い
られているため、家庭内医療の質の向上が喫緊の課題と
なっていました。また、インド全体における新規感染者
数が減少していた時期でも、マニプール州においては再
拡大が確認されていました。支援の格差を是正するた
め、日本財団は、バッテリーを搭載し停電リスクに対応
可能な酸素濃縮器と、患者の酸素飽和度を簡易的に測
定できるパルスオキシメーターそれぞれ100台を寄贈す
ることで、現地の家庭内医療の質の向上を目指しました。
本事業は2022年3月31日に完了しました。

ネパールは2021年5月に第2波を経験し、11,000
人以上が亡くなりました。多くの国際支援が入る中、日
本財団は、支援が行き渡りにくい層への援助を充実さ
せるため、シェルパ族、ハンセン病患者・回復者を対象
に、衛生用品、食料、衣類などの配布を2021年11月
から開始しました。シェルパ族は、パンデミックにより
ヒマラヤ登山観光業から得られていた生活収入が途絶
えてしまい、ハンセン病新規発見患者は3,000人台を
推移していますが、必要な支援が十分にゆきわたって
いない現状があります。事業実施団体であるNepal 
Mountaineering Association（ネパール山岳協会）
は、1995年からハンセン病患者・回復者の支援を行って
きた数少ない団体のひとつです。日本財団は、ハンセン
病支援の継続を願って、2022年5月まで支援を実施し
ています。

南アジア３カ国で、パンデミック下において

最も影響を受けているコミュニティの回復を目指し、

物資の支援を行っています。

コロナ危機を
ともに乗り越えるために。

人間の安全保障

スリランカ北部ムッライッティーヴー県にて支援物資を受け取った人々 ネパールにおける食料、衛生用品、衣類配布の様子

スリランカ北部キリノッチ県における乳幼児用パッケージの配布の様子

支援がいきわたりづらい地域の
人たちへ生活物資を届ける

寄付者の気持ちを
現地に届ける

スリランカにおける洪水・COVID-19被害緊急支援 インド、ネパールにおける感染症対策支援
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中央アジア諸国は、広大なユーラシア大陸のほぼ中央
部、ヨーロッパとアジアを結ぶシルクロード上及びその
周辺に位置し、旧ソビエト連邦であったカザフスタン、キ
ルギス、タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタン
の5カ国から構成されています。これらの国々は、古来
よりシルクロードの要衝として栄え、交易を通し日本とは
奈良時代からつながりがありました。近代では、旧日本
兵が中央アジアでも抑留されていましたが、ウズベキスタ
ンで彼らが建設した劇場や工場などは現在も稼働してお
り，日本人の技術、勤勉さを表すものとして、日本への信
頼を生んできました。また、この地域は、石油、天然ガ
ス、レアメタル・レアアースなどの天然資源が豊富であり、
日本にとってはエネルギー安全保障及び天然資源確保の
観点からも重要な地域のひとつとされています。

中央アジア諸国5カ国のうちタジキスタンを除く4カ
国及びコーカサス地方のアゼルバイジャンは、主要民族
がトルコと同じテュルク系民族ということもあり、言語・
文化が近く古来より政治・経済・芸術の中心であったトル
コへの留学が盛んとなってきました。日本財団では、こ
のような中央アジアからトルコへの留学生を支援するた
め、2005年からの約10年間、日本・トルコ・中央アジア
友好協会をパートナーとして、大学生対象の奨学金事業
を行い、300人以上の奨学生を輩出しました。

奨学金を受給した卒業生たちが中央アジア域内で金
融機関や研究機関、政府の要職に就くなど、順調に進ん
でいた事業でしたが、2016年のトルコのクーデター未
遂事件により、トルコから撤退せざるを得なくなります。
死者290人を出し、粛清対象が4万5千人にもなった
事件の影響を受け、海外NGOもトルコ政府より閉鎖を

命じられたため、残念ながらトルコでの奨学金事業は中
止となりました。そのため、本事業はこれまでに輩出した
卒業生のネットワーク強化及び中央アジア域内の大学生
への奨学金事業に軸足を移します。

ネットワーク強化の一環として、卒業生企画の、域内
の社会課題を解決する萌芽的な事業への助成を開始し
ました。その事業の審査は全ての卒業生が参加する総
会で行われ、ネットワーキングとキャパシティビルディン
グの双方の強化につながっています。これまでに、障害
のある子供とない子供が、ともに音楽やアート、運動と
いった活動を行い、就学準備につなげる幼児教育の取り
組みといった事業がタジキスタンの卒業生からうまれ、こ
ちらは、現地政府からの注目も集めるほどとなっていま
す。2021年度は引き続きコロナウイルスパンデミックの
影響が残り、対面での活動には制限がありましたが、中
央アジアのキルギスに拠点を移したパートナーとともに、
今後は域内での活動強化を行っていきます。

日本財団では中央アジア域内での活動とともに、
2019年より日本における活動も強化してきました。筑
波大学に中央アジアからの留学生を対象とする修士課程
のプログラムを設置し、奨学金を提供しています。このプ
ログラムでは域内の持続可能な開発目標の達成と地域
社会の課題解決に貢献できる人材を育成することを目的
としています。コロナウイルスパンデミックによる渡航制
限により、奨学生たちの日本への入国は遅れていました
が、2022年春には全員入国がかないました。今後日本

での活動を通して成長
し、将来日本と中央ア
ジアの架け橋となるこ
とを期待されています。中央アジア地域の社会課題を解決していく

志の高い人材を育成し、同地域と日本をつなぐ

一大人材ネットワークの構築・拡大を目指します。

日本と中央アジアをつなぐ人材の懸け橋。

世界の絆

民族楽器を取り入れた音楽教育

キルギス・ビシュケクの奨学生たち

筑波大学NipCAプログラム1期生の修了式

今につながるシルクロードと
日本のかかわり
中央アジア・日本人材育成プロジェクト

タジキスタンの障害をもつ
子供たちのインクルーシブな
就学前教育の様子
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日本財団では、社会に寄付文化を普及させるため、周
知啓発を行うとともに、寄付金の募集や受け入れ、事業
の実施も行っています。今回は、その中から遺贈寄付の
取り組みをご紹介します。
「遺贈寄付」は寄付する方法のひとつで、遺言書によ

り、遺産の一部または全てを相続人以外の特定の人や団
体などに譲ることをいいます。近年、少子高齢化や未婚
の増加などにより「おひとりさま」が増えている中、遺贈
寄付への関心が高まっています。日本財団が2016年度
と2020年度に、全国の60歳～ 70歳の男女2,000人
に対し、遺贈寄付に関する意識調査をしたところ、「遺
贈寄付に関心がある」と回答した方は、2016年度は
14.6%でしたが、2020年度では20.6％に増えました。

日本財団では、2016年度に「日本財団 遺贈寄付サ
ポートセンター」を設置し、遺贈寄付に関する幅広いご相
談を受けてきました。2015年度以前に日本財団に寄せ
られた年間の相談件数は356件でしたが、2021年度に
は7.5倍の2,675件に増えたことも、遺贈寄付への関心
の高まりのあらわれといえます。

しかし、わが国の年間相続額が50兆円を超える中で、
自らの財産を寄付したい先へ遺すために不可欠な「遺
言」を遺す人は約20人に1人とまだまだ少ないのが現状
です。

今後、団塊の世代が80歳代後半となる2030年には
年間約160万人が亡くなる「多死社会」が到来すると言
われています。個人が保有する金融資産の約63％を60
代以上が持っているといわれる中、「おひとりさま」の増
加と相まって、相続できない財産も増加することになりま
す。したがって、「遺言」は高齢者だけのものではなく、
若いうちから考える必要があるものといえます。

このような社会背景から、2021年に実施した「第6回
ゆいごん川柳」では、下記の2つの目標を設定しました。
① 遺言に関心をもつ70～ 90歳代の子ども世代にあ
　 たる40～ 60歳代にも関心を持ってもらい、「遺言
　 の日」の趣旨である「家族で遺言について話し合う」
　 機会にしていただく。
② 「遺言は人生の最後に臨むもの」というネガティブな
　 ものではなく、英語で遺言は“wi l l ”というように、
　 未来へのメッセージや愛情がこもったポジティブなも  
　 のに変えたい。

これらの目標を達成するため、「第6回ゆいごん川柳」
では、「遺言は愛の言葉。」をキーフレーズに、イラスト
レーターの小田桐昭さんにイラストを描き下ろしていただ
きました。また、全国６店舗の丸善・ジュンク堂書店に特
別コーナーを設置しました。そして、2016年度の第1
回から選考委員としてご協力いただいている行政書士の
佐山和弘さん、遺言や相続にちなんだ落語「天国からの
ラブレター」を全国で公演されている落語家の桂ひな太
郎さんのほか、新たに選考委員のひとりとして、ご自身の
相続体験から遺言や終活の必要性を精力的に発信され
ている、経済アナリスト森永卓郎さんにご協力いただきま
した。 また、
法務省や日本
財団と遺贈分
野 の 連 携 協
定を締結して
い る 金 融 機
関6行にも後
援いただきま
した。

その結果、全国から8,230件の応募があり、うち40
代～ 60代の応募者が占める割合は、全体の約半数と過
去最高の成果となりました。

今回の取り組みをきっかけに、2022年度に実施予
定の「第7回ゆいごん川柳」では、第6回で後援いただ
いた金融機関から特別賞の設置にご協力いただくほか、
2022年9月には、これまでの全6回に応募いただいた
約6万点の作品から選りすぐりの作品を掲載した書籍の
発刊を予定しています。
「ゆいごん川柳」を遺言の普及啓発のプラットフォーム

として、官民連携で遺言書や遺贈寄付の普及啓発に取り
組んでいきます。

家族へ、大切な人へ、遠くの知らない誰かへ。

遺言を贈ることは、愛を贈ること。

遺贈寄付の文化を創るため、その前提となる「遺言」を

前向きなイメージ変えていくキャンペーンを実施しました。

遺言は愛の言葉。

寄付文化醸成

丸善・ジュンク堂書店で開催した特設コーナー

すべての受賞作品は、遺言の日.jpをご覧ください⇒

第６回ゆいごん大賞　ゆいごん川柳　募集告知ポスター
（イラストレーター：小田桐昭 ／ コピーライター：野田芳希）

「川柳」を通じて
遺言をみんなで考える

ゆいごん川柳（遺贈寄付事業）
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山積する社会課題を解決するには、自助・公助だけで
はなく、支援の手からこぼれ落ちる人たちを救う共助の
精神、すなわち「みんながみんなを支える社会」が必要で
す。共助に欠かせないのが、一人ひとりの寄付やボラン
ティアといった社会貢献のアクションですが、日本では、
こうしたアクションは、特に意識の高い特別な人が行うも
のと考える方が多いのではないでしょうか。

2017年にスタートした「HEROs」は、スポーツの力
を活用し社会課題解決を促進するプログラムです。アス
リートの知名度や発信力を用いて社会課題への関心を呼
び起こし、社会貢献に取り組むハードルを下げることを目
的にしています。その目的のためHEROsでは、「HEROs 
ACADEMY」、「HEROs ACTION」、そして「HEROs 
AWARD」の、「3つのA」に取り組んでいます。
「HEROs ACADEMY」では、アスリートがスポー

ツから学んだ力を、社会に活かす方法を学ぶための講
座として「HEROs ACADEMIA」を主催するほか、

「HEROs SCHOLARSHIP」を設置し、アスリート
が競技以外のスキルや経験を伸ばすために受けるさまざ
まなプログラムに奨学金を支給しています。2021年度の

「HEROs ACADEMIA」では、9人の多彩な講師陣
とともに、オリンピアンを含む22人に、3カ月間のプログ
ラムを提供しました。受講生の中からは少年院訪問を行
うアスリートが出るなど、社会貢献の活動が生まれ始め
ています。
「HEROs ACTION」では、スポーツの力で社会課

題解決を行う「ヒーロー」たちに活躍の場を提供するた
め、2017年度からさまざまなイベントを開催してきてい
ます。アスリートによる被災地支援やさまざまな啓蒙活
動、母校の子どもたちに経験を語る「LAB」などです。
2021年度は新たに「DREAM」という取り組みをスター
トさせました。アスリートがファンとの特別な体験の機会
を企画・提供し、その参加抽選権を得るための応募を通
じて寄付もすることができる仕組みです。海外では、同
様の仕組みで多くのアスリートら著名人が例えば新型コ
ロナウイルス感染症対策に従事する医療従事者への寄付
を募るなど、アスリートの力を社会貢献に活用する事例
が出てきています。2021年度は、安藤美姫さんやウルフ・
アロン選手、木村敬一選手らが特別な体験を提供し、寄
付の機会を提供しました。

1年の集大成となる「HEROs AWARD」はアスリー
トの社会貢献活動を称え表彰する式典で、2017年度よ
り年に1度開催しています。ロールモデルとなるような、
スポーツの力、アスリートの力を活用した社会貢献活動
を表彰することで、ファンを中心に社会に活動を周知し、
社会貢献に対する意識向上、行動喚起を図ることを目
的としています。2021年度は、ノミネートされた124
の事業の中から、男性部門に元プロ野球選手 村田兆治
さんの「離島甲子園」、女性部門に現役陸上選手でオリ
ンピアンの寺田明日香選手の「A-START」、チーム・
リーグ部門にはB.LEAGUE 千葉ジェッツの「JETS 
ASSIST」の取り組みを選出し表彰しました。表彰式
には、東京2020大会のメダリスト含む、さまざまの競
技のアスリートら総勢250人以上が参加、TVや新聞、
Webメディアなど600件を超える媒体で報道され、広く
社会にスポーツの力を活用した社会解題解決の取り組み
が発信されています。

2021年度で5年目となったHEROsの活動には、延
べ約900人のアスリートが参加し、現在もネットワーク
を拡大しています。スポーツには、人をつなぎ、心を動か
すなど、さまざまな力があります。アスリートによる社会
貢献活動をサポートし、社会貢献を「楽しい」「かっこい
い」活動として発信し続けることで、参加へのハードルを
下げ、“当たり前”に社会貢献活動がされるような社会を
創ることを目指していきます。みんなが、みんなを支える社会を実現するために、

分野を超えてさまざまな人たちとともに、

社会貢献活動を活性化させます。

スポーツの力で社会貢献の輪を広げる。

その他ピックアップ事業

HEROs DREAMウルフ・アロン選手による企画の様子

（一社）センターポール主催一般向け車いすバスケの大会に参加した
HEROsメンバーの様子

HEROs AWARD 2021 表彰式の様子

3つの「A」でスポーツの力を
活用した社会貢献を推進

HEROs ～Sportsmanship for the Future～
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あなたのまちづくり 273 284 24,678,478,000

みんなのいのち 54 58 5 ,160,956,000 

子ども・若者の未来 119 133 4 ,048,534,000 

豊かな文化 29 41 2 ,255,300,000 

海の未来 171 261 18,427,959,200

人間の安全保障 19 20 4 ,364,270,003 

世界の絆 16 10 946,015,224

合計   681 807 59,881,512,427

活動領域 　　　団体数 　　　  件数 　　　　　　　金額 （単位：円） お預かりした浄財を 正しく活用するために
−事業評価及び全件監査について−

※ 延べ数：ひとつの団体の事業が、複数の活動領域に分かれていることがあります。

実施した支援事業の詳細は、こちらをご覧ください。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/what/grant_rec ip ients/

各活動領域の詳細は、こちらをご覧ください。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/who/fie lds/

さらなる説明責任を向上させるため、1988

年からは「事業評価」を実施しています。 

日本財団の事業評価では、事業の中身を「プ

ロセス」と「成果」とに分け、さらにそれぞれ前

者を「推進姿勢」「推進体制」 「推進プロセ

ス」、後者を「直接的成果」「社会的成果」の5

項目に区分けして分析し、明文化されていない

暗黙知であった目標を事業評価の過程で明ら

かにし、精密な価値付けには至らないものの、

どのように世の中の役に立っているか説明して

きました。 

近年は事業評価の専門家が増えてきているこ

とから、事業の特徴に合わせて複数の専門家に

委託し、それぞれ独自の手法で事業評価を実

施し、日本財団はその結果を受け入れることで

客観性を担保しています。

今後、より明確な目標設定と事業実施者との

目標の共有を行い、監査部一同、さらなる責任

説明の向上を目指します。

日本財団の活動の財源はボートレースの売

上を中心としており、透明性や不正の防止が強

く求められています。 

支援した事業が計画どおりに行われ、また手

続きや会計面における適正さや透明性を確保

し、着服・目的外流用などの不正をけん制する

ために、1987年に「監査部」（当初は「監査

室」）を設置、事業部門から独立的な立場で最

終確認をしています。

事業実施者の事務所に、監査部所属の監査

員が直接訪問し、証憑などの書類の原本を材

料にチェックすることを「実地監査」、必要書類

をコピーで取り寄せチェックすることを「書面監

査」と称しています。

日本財団では「実地監査」「書面監査」いず

れかの方法で、 全ての事業について監査を実施

しています。

事業評価の進め方 全件監査の実施

総合評価

成果プロセス

※

2021 年度実施事業 事業評価と監査からの報告

I N F O R M AT I O N

● 推進姿勢
● 推進体制
● 推進プロセス

● 直接的成果
● 社会的成果

事業実施者の事務所に監査員が直接訪問する実地監査の様子
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　2022年3月31日現在

科　　　　目

当年度 前年度

増減
１ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引等

消去 合計 １ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引
消去 合計

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産 

　　　　現金預金 　  8,858,462,150  10,612,674,139  19,471,136,289  38,868,456  43,590,058  19,553,594,803  6,855,004,274  3,428,904,212  10,283,908,486  7,808,841  39,260,364  10,330,977,691  9,222,617,112

　　　　未収金 　  795,085,373  732,643,229  1,527,728,602  0  0 ▲ 6,228,885  1,521,499,717  621,178,597  635,043,972  1,256,222,569  0  0 ▲ 5,790,189  1,250,432,380  271,067,337

　　　　前払金 　  9,535,075  16,622,676  26,157,751  0  0  26,157,751  45,427,483  41,933,061  87,360,544  0  0  87,360,544 ▲ 61,202,793

　　　　仮払金 　  36,540,889  0  36,540,889  0  0  36,540,889  16,992,608  0  16,992,608  0  0  16,992,608  19,548,281

　　　流動資産合計  9,699,623,487  11,361,940,044  21,061,563,531  38,868,456  43,590,058 ▲ 6,228,885  21,137,793,160  7,538,602,962  4,105,881,245  11,644,484,207  7,808,841  39,260,364 ▲ 5,790,189  11,685,763,223  9,452,029,937

　　２．固定資産 

　　　( 1 ) 基本財産 　

　　　　土地（基） 　  6,693,458,234  6,317,009,222  13,010,467,456  0  0  13,010,467,456  6,693,458,234  6,317,009,222  13,010,467,456  0  0  13,010,467,456  0

　　　　有価証券（基） 　  4,003,684,710  1,451,416,725  5,455,101,435  0  0  5,455,101,435  4,006,854,387  1,452,900,392  5,459,754,779  0  0  5,459,754,779 ▲ 4,653,344

　　　　預金（基） 　  169,097,666  109,219,378  278,317,044  0  0  278,317,044  169,097,666  109,219,378  278,317,044  0  0  278,317,044  0

　　　　金銭信託（基） 　  5,000,000,000  5,000,000,000  10,000,000,000  0  0  10,000,000,000  5,000,000,000  5,000,000,000  10,000,000,000  0  0  10,000,000,000  0

　　　基本財産合計  15,866,240,610  12,877,645,325  28,743,885,935  0  0  28,743,885,935  15,869,410,287  12,879,128,992  28,748,539,279  0  0  0  28,748,539,279 ▲ 4,653,344

　　　( 2 ) 特定資産 　

　　　　建物（特定） 　  2,991,577,567  2,467,660,394  5,459,237,961  0  61,425,000  5,520,662,961  2,611,717,471  2,071,343,243  4,683,060,714  0  64,077,000  4,747,137,714  773,525,247

　　　　構築物（特定） 　  107,228,331  103,023,294  210,251,625  0  0  210,251,625  94,124,839  90,433,665  184,558,504  0  0  184,558,504  25,693,121

　　　　車両運搬具（特定） 　  16,646,168  0  16,646,168  0  0  16,646,168  17,064,498  0  17,064,498  0  0  17,064,498 ▲ 418,330

　　　　什器備品（特定） 　  112,835,756  62,635,774  175,471,530  0  0  175,471,530  144,355,204  73,269,782  217,624,986  0  0  217,624,986 ▲ 42,153,456

　　　　土地（特定） 　  1,756,763,200  0  1,756,763,200  0  194,000,000  1,950,763,200  1,756,763,200  0  1,756,763,200  0  194,000,000  1,950,763,200  0

　　　　建設仮勘定（特定） 　  0  0  0  0  0  0  163,735,660  143,406,340  307,142,000  0  0  307,142,000 ▲ 307,142,000

　　　　著作権（特定） 　  4,118,500  0  4,118,500  0  0  4,118,500  4,118,500  0  4,118,500  0  0  4,118,500  0

　　　　商標権（特定） 　  21,963,315  0  21,963,315  0  0  21,963,315  25,625,327  0  25,625,327  0  0  25,625,327 ▲ 3,662,012

　　　　電話加入権（特定） 　  628,464  0  628,464  0  0  628,464  628,464  0  628,464  0  0  628,464  0

　　　　ソフトウェア（特定） 　  275,318,213  0  275,318,213  0  0  275,318,213  210,260,611  0  210,260,611  0  0  210,260,611  65,057,602

　　　　ソフトウェア仮勘定（特定）  12,012,000  0  12,012,000  0  0  12,012,000  9,570,000  0  9,570,000  0  0  9,570,000  2,442,000

　　　　保証金（特定） 　  2,076,223  1,842,959  3,919,182  0  0  3,919,182  1,868,223  1,651,859  3,520,082  0  0  3,520,082  399,100

　　　　職員貸付金  10,976,040  0  10,976,040  0  0  10,976,040  10,825,584  0  10,825,584  0  0  10,825,584  150,456

　　　　役員退職慰労引当資産  174,897,135  161,443,510  336,340,645  0  0  336,340,645  161,506,977  143,223,168  304,730,145  0  0  304,730,145  31,610,500

　　　　退職給付引当資産 　  470,712,449  434,503,799  905,216,248  0  0  905,216,248  463,963,134  411,439,006  875,402,140  0  0  875,402,140  29,814,108

　　　　貸倒引当資産 　  308,661,288  0  308,661,288  0  0  308,661,288  277,744,698  0  277,744,698  0  0  277,744,698  30,916,590

　　　　受取交付金資金 　  11,580,088,834  6,339,254,873  17,919,343,707  0  0 ▲ 17,000,000  17,902,343,707  8,025,027,090  3,881,930,496  11,906,957,586  0  0  11,906,957,586  5,995,386,121

　　　　受取寄付金資金 　  4,840,071  5,744,590,767  5,749,430,838  0  0  5,749,430,838  5,021,571  6,455,921,568  6,460,943,139  0  0  6,460,943,139 ▲ 711,512,301

　　　　貸付基金 　  171,239,176,348  0  171,239,176,348  0  0  171,239,176,348  170,539,438,307  0  170,539,438,307  0  0  170,539,438,307  699,738,041

　　　　　貸付基金資金 　　  72,309,276,348  0  72,309,276,348  0  0  72,309,276,348  83,198,338,307  0  83,198,338,307  0  0  83,198,338,307 ▲ 10,889,061,959

　　　　　長期貸付金 　　  98,929,900,000  0  98,929,900,000  0  0  98,929,900,000  87,341,100,000  0  87,341,100,000  0  0  87,341,100,000  11,588,800,000

　　　　預保納付金支援金基金 　  0  4,681,324,908  4,681,324,908  0  0  4,681,324,908  0  4,701,214,219  4,701,214,219  0  0  4,701,214,219 ▲ 19,889,311

　　　　　預保納付金支援金資金  0  4,680,244,908  4,680,244,908  0  0  4,680,244,908  0  4,699,656,219  4,699,656,219  0  0  4,699,656,219 ▲ 19,411,311

　　　　　預保納付金支援金貸与奨学金  0  1,080,000  1,080,000  0  0  1,080,000  0  1,558,000  1,558,000  0  0  1,558,000 ▲ 478,000

　　　　補助金等基金 　  0  0  0  1,180,943,831  0  17,000,000  1,197,943,831  0  0  0  934,480,957  0  934,480,957  263,462,874

　　　　貸倒引当金 　 ▲ 308,661,288  0 ▲ 308,661,288  0  0 ▲ 308,661,288 ▲ 277,744,698  0 ▲ 277,744,698  0  0 ▲ 277,744,698 ▲ 30,916,590

　　　　業務費平衡基金 　  33,270,209,626  8,526,181,573  41,796,391,199  0  0  41,796,391,199  12,504,228,853  6,392,194,737  18,896,423,590  0  0  18,896,423,590  22,899,967,609

　　　　固定資産取得基金 　  4,328,511,226  1,945,656,510  6,274,167,736  0  0  6,274,167,736  4,674,101,757  2,277,684,202  6,951,785,959  0  0  6,951,785,959 ▲ 677,618,223

　　　　災害復興支援特別基金 　  16,707,867,842  5,866,899,968  22,574,767,810  0  0  22,574,767,810  22,918,591,842  5,739,875,968  28,658,467,810  0  0  28,658,467,810 ▲ 6,083,700,000

　　　特定資産合計  243,088,447,308  36,335,018,329  279,423,465,637  1,180,943,831  255,425,000  0  280,859,834,468  224,342,537,112  32,383,588,253  256,726,125,365  934,480,957  258,077,000  257,918,683,322  22,941,151,146

　　　( 3 ) その他固定資産 　

　　　　建物  0  0  0  0  4,055,071  4,055,071  0  0  0  0  2,598,104  2,598,104  1,456,967

      　建設仮勘定  0  0  0  0  700,000  700,000  0  0  0  0  0  0  700,000

　　　その他固定資産合計  0  0  0  0  4,755,071  4,755,071  0  0  0  0  2,598,104  2,598,104  2,156,967

　　　固定資産合計  258,954,687,918  49,212,663,654  308,167,351,572  1,180,943,831  260,180,071  0  309,608,475,474  240,211,947,399  45,262,717,245  285,474,664,644  934,480,957  260,675,104  286,669,820,705  22,938,654,769

　　　資　産　合　計  268,654,311,405  60,574,603,698  329,228,915,103  1,219,812,287  303,770,129 ▲ 6,228,885  330,746,268,634  247,750,550,361  49,368,598,490  297,119,148,851  942,289,798  299,935,468 ▲ 5,790,189  298,355,583,928  32,390,684,706

科　　　　目

当年度 前年度

増減
１ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引等

消去 合計 １ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引
消去 合計

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債 

　　　　未払金 　  8,798,723,592  10,571,372,498  19,370,096,090  35,434,175  7,037,785 ▲ 6,228,885  19,406,339,165  6,790,780,256  3,366,821,484  10,157,601,740  7,808,841  5,902,781 ▲ 5,790,189  10,165,523,173  9,240,815,992

　　　　　未払補助金 　　  7,310,358,328  9,979,631,785  17,289,990,113  0  0  17,289,990,113  5,954,514,678  2,897,338,070  8,851,852,748  0  0  8,851,852,748  8,438,137,365

　　　　　未払金（その他） 　　  1,488,365,264  591,740,713  2,080,105,977  35,434,175  7,037,785 ▲ 6,228,885  2,116,349,052  836,265,578  469,483,414  1,305,748,992  7,808,841  5,902,781 ▲ 5,790,189  1,313,670,425  802,678,627

　　　　未払消費税等  5,505,646  0  5,505,646  4,359,538  301,416  10,166,600  823,644  0  823,644  0  283,504  1,107,148  9,059,452

　　　　未払法人税住民税等  0  0  0  0  1,182,100  1,182,100  0  0  0  0  1,071,700  1,071,700  110,400

　　　　預り金 　  35,280,472  37,521  35,317,993  9,189  12,100  35,339,282  18,524,507  0  18,524,507  0  0  18,524,507  16,814,775

　　　　仮受金 　  0  0  0  0  0  0  726,000  1,000  727,000  0  0  727,000 ▲ 727,000

　　　　賞与引当金 　  18,952,440  17,494,560  36,447,000  0  0  36,447,000  19,590,390  17,372,610  36,963,000  0  0  36,963,000 ▲ 516,000

　　　流動負債合計  8,858,462,150  10,588,904,579  19,447,366,729  39,802,902  8,533,401 ▲ 6,228,885  19,489,474,147  6,830,444,797  3,384,195,094  10,214,639,891  7,808,841  7,257,985 ▲ 5,790,189  10,223,916,528  9,265,557,619

　　２．固定負債 

　　　　役員退職慰労引当金 　  174,897,135  161,443,510  336,340,645  0  0  336,340,645  161,506,977  143,223,168  304,730,145  0  0  304,730,145  31,610,500

　　　　退職給付引当金 　  470,712,449  434,503,799  905,216,248  0  0  905,216,248  463,963,134  411,439,006  875,402,140  0  0  875,402,140  29,814,108

　　　　長期預り保証金　  0  0  0  0  11,060,000  11,060,000  0  0  0  0  11,060,000  11,060,000  0

　　　固定負債合計  645,609,584  595,947,309  1,241,556,893  0  11,060,000  0  1,252,616,893  625,470,111  554,662,174  1,180,132,285  0  11,060,000  0  1,191,192,285  61,424,608

　　　負　債　合　計  9,504,071,734  11,184,851,888  20,688,923,622  39,802,902  19,593,401 ▲ 6,228,885  20,742,091,040  7,455,914,908  3,938,857,268  11,394,772,176  7,808,841  18,317,985 ▲ 5,790,189  11,415,108,813  9,326,982,227

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産 

　　　　交付金（指定） 　  257,158,909,963  38,182,418,970  295,341,328,933  0  0  295,341,328,933  238,436,127,417  33,542,537,584  271,978,665,001  0  0  271,978,665,001  23,362,663,932

　　　　寄付金（指定） 　  24,840,071  5,744,590,767  5,769,430,838  0  0  5,769,430,838  25,021,571  6,455,921,568  6,480,943,139  0  0  6,480,943,139 ▲ 711,512,301

　　　　預保納付金支援金（指定）  0  4,681,324,908  4,681,324,908  0  0  4,681,324,908  0  4,701,214,219  4,701,214,219  0  0  4,701,214,219 ▲ 19,889,311

　　　　補助金等（指定） 　  0  0  0  1,180,943,831  0  1,180,943,831  0  0  0  934,480,957  0  934,480,957  246,462,874

　　　　受贈固定資産（指定） 　  1,125,328,300  8,381,700  1,133,710,000  0  255,425,000  1,389,135,000  1,125,328,300  8,381,700  1,133,710,000  0  258,077,000  1,391,787,000 ▲ 2,652,000

　　　指定正味財産合計  258,309,078,334  48,616,716,345  306,925,794,679  1,180,943,831  255,425,000  308,362,163,510  239,586,477,288  44,708,055,071  284,294,532,359  934,480,957  258,077,000  285,487,090,316  22,875,073,194

　　　　（うち基本財産への充当額） (15,866,240,610) (12,877,645,325) (28,743,885,935) (0) (0) (28,743,885,935) (15,869,410,287) (12,879,128,992) (28,748,539,279) (0) (0) (28,748,539,279) （▲4,653,344）

　　　　（うち特定資産への充当額） (242,442,837,724) (35,739,071,020) (278,181,908,744) (1,180,943,831) (255,425,000) (279,618,277,575) (223,717,067,001) (31,828,926,079) (255,545,993,080) (934,480,957) (258,077,000) (256,738,551,037) (22,879,726,538)

　　２．一般正味財産  841,161,337  773,035,465  1,614,196,802 ▲ 934,446  28,751,728 1,642,014,084  708,158,165  721,686,151  1,429,844,316  0  23,540,483  1,453,384,799  188,629,285

　　　　（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

　　　　（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

　　　正味財産合計  259,150,239,671  49,389,751,810  308,539,991,481  1,180,009,385  284,176,728  310,004,177,594  240,294,635,453  45,429,741,222  285,724,376,675  934,480,957  281,617,483  286,940,475,115  23,063,702,479

　　　負債及び正味財産合計  268,654,311,405  60,574,603,698  329,228,915,103  1,219,812,287  303,770,129 ▲ 6,228,885  330,746,268,634  247,750,550,361  49,368,598,490  297,119,148,851  942,289,798  299,935,468 ▲ 5,790,189  298,355,583,928  32,390,684,706

会計報告［ 賃借対照表 ］

（単位：円）
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「財務情報/事業計画・報告」について詳細は、こちらでご確認いただけます。
http ://www.n ippon-foundat ion .or. jp/who/disc losure/financ ia ls/

科　　　　目

当年度 前年度

増減
１号関係 2号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引

消去 合計 １号関係 2号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引
消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部   

　１．経常増減の部

　　( 1 ) 経常収益

　　　　基本財産運用益 27,408,937 20,774,600 48,183,537 0 0 48,183,537 33,876,099 24,990,570 58,866,669 0 0 58,866,669 ▲ 10,683,132

　　　　　基本財産受取利息 　 21,133,937 17,885,291 39,019,228 0 0 39,019,228 23,980,353 20,659,676 44,640,029 0 0 44,640,029 ▲ 5,620,801

　　　　　基本財産受取利息振替額 6,275,000 2,889,309 9,164,309 0 0 9,164,309 9,895,746 4,330,894 14,226,640 0 0 14,226,640 ▲ 5,062,331

　　　　特定資産運用益 22,406,590 1,007,474 23,414,064 0 0 23,414,064 30,679,178 2,984,545 33,663,723 0 0 33,663,723 ▲ 10,249,659

　　　　　特定資産受取利息 　 21,894,357 983,853 22,878,210 0 0 22,878,210 26,541,736 1,478,373 28,020,109 0 0 28,020,109 ▲ 5,141,899

　　　　　特定資産受取利息振替額 　 512,233 23,621 535,854 0 0 535,854 4,137,442 1,506,172 5,643,614 0 0 5,643,614 ▲ 5,107,760

　　　　事業収益 225,368,152 84,655,134 310,023,286 0 19,632,060 329,655,346 244,634,850 82,215,741 326,850,591 0 18,701,571 345,552,162 ▲ 15,896,816

　　　　　賃貸料収益 　 126,280,886 84,655,134 210,936,020 0 19,632,060 230,568,080 123,872,607 82,215,741 206,088,348 0 18,701,571 224,789,919 5,778,161

　　　　　貸付利息 　 99,087,266 0 99,087,266 0 0 99,087,266 120,762,243 0 120,762,243 0 0 120,762,243 ▲ 21,674,977

　　　　受取交付金 33,018,966,375 32,639,095,185 65,658,061,560 0 0 65,658,061,560 28,302,853,794 24,680,562,545 52,983,416,339 0 0 52,983,416,339 12,674,645,221

　　　　　受取交付金振替額 　 33,018,966,375 32,639,095,185 65,658,061,560 0 0 65,658,061,560 28,302,853,794 24,680,562,545 52,983,416,339 0 0 52,983,416,339 12,674,645,221

　　　　受取寄付金 181,500 2,869,021,634 2,869,203,134 0 0 2,869,203,134 2,200,000 2,529,085,360 2,531,285,360 0 0 2,531,285,360 337,917,774

　　　　　受取寄付金 　 0 1,000 1,000 0 0 1,000 0 2,000 2,000 0 0 2,000 ▲ 1,000

　　　　　受取寄付金振替額 　 181,500 2,869,020,634 2,869,202,134 0 0 2,869,202,134 2,200,000 2,529,083,360 2,531,283,360 0 0 2,531,283,360 337,918,774

　　　　受取預保納付金支援金 0 248,712,000 248,712,000 0 0 248,712,000 0 293,384,000 293,384,000 0 0 293,384,000 ▲ 44,672,000

　　　　　受取預保納付金支援金振替額 0 248,712,000 248,712,000 0 0 248,712,000 0 293,384,000 293,384,000 0 0 293,384,000 ▲ 44,672,000

　　　　受取補助金等 0 0 0 325,010,154 0 325,010,154 0 0 0 1,463,886,282 0 1,463,886,282 ▲ 1,138,876,128

　　　　　受取国庫補助金 　 0 0 0 230,854,611 0 230,854,611 0 0 0 1,419,259,544 0 1,419,259,544 ▲ 1,188,404,933

　　　　　　受取国庫補助金振替額 　　 0 0 0 230,854,611 0 230,854,611 0 0 0 1,419,259,544 0 1,419,259,544 ▲ 1,188,404,933

　　　　　国庫受託収益 0 0 0 94,155,543 0 94,155,543 0 0 0 44,626,738 0 44,626,738 49,528,805

　　　　　　国庫受託収益振替額 0 0 0 94,155,543 0 94,155,543 0 0 0 44,626,738 0 44,626,738 49,528,805

　　　　固定資産受贈益 0 0 0 0 2,652,000 2,652,000 0 0 0 0 2,652,000 2,652,000 0

　　　　　固定資産受贈益振替額 　 0 0 0 0 2,652,000 2,652,000 0 0 0 0 2,652,000 2,652,000 0

　　　　物品受贈益 0 2,508,000 2,508,000 0 0 2,508,000 0 84,946,400 84,946,400 0 0 84,946,400 ▲ 82,438,400

　　　　　物品受贈益振替額 0 2,508,000 2,508,000 0 0 2,508,000 0 84,946,400 84,946,400 0 0 84,946,400 ▲ 82,438,400

　　　　雑収益 18,975,851 31,134,475 50,110,326 0 7,692 50,118,018 22,350,325 47,964,159 70,314,484 0 7,692 70,322,176 ▲ 20,204,158

　　　　　受取利息 　 228,782 202,409 431,191 0 0 431,191 405,617 351,274 756,891 0 0 756,891 ▲ 325,700

　　　　　雑収益 　 18,747,069 30,932,066 49,679,135 0 7,692 49,686,827 21,944,708 47,612,885 69,557,593 0 7,692 69,565,285 ▲ 19,878,458

　　　　経常収益計 33,313,307,405 35,896,908,502 69,210,215,907 325,010,154 22,291,752 0 69,557,517,813 28,636,594,246 27,746,133,320 56,382,727,566 1,463,886,282 21,361,263 0 57,867,975,111 11,689,542,702

　　( 2 ) 経常費用

　　　　事業費 33,327,705,546 35,831,702,265 69,159,407,811 325,944,774 9,669,622 69,495,022,207 28,195,430,109 27,254,851,762 55,450,281,871 1,463,886,282 9,521,709 56,923,689,862 12,571,332,345

　　　　　貸付業務費 　 331,246,723 0 331,246,723 0 0 331,246,723 72,655,134 0 72,655,134 0 0 72,655,134 258,591,589

　　　　　支払補助金 　 16,941,602,000 19,483,418,000 36,425,020,000 0 0 36,425,020,000 16,909,414,000 15,469,554,000 32,378,968,000 0 0 32,378,968,000 4,046,052,000

　　　　　協力援助費（助成金） 　 12,197,376,063 11,259,116,364 23,456,492,427 0 0 23,456,492,427 8,113,435,748 7,194,933,585 15,308,369,333 0 0 15,308,369,333 8,148,123,094

　　　　　情報公開費 　 1,188,816,739 297,204,181 1,486,020,920 0 0 1,486,020,920 1,066,861,903 234,189,193 1,301,051,096 0 0 1,301,051,096 184,969,824

　　　　　調査研究費 　 402,710,629 371,732,695 774,443,324 41,293,931 0 815,737,255 360,746,061 319,906,679 680,652,740 28,354,893 0 709,007,633 106,729,622

　　　　　寄付文化醸成費 　 114,244,152 3,046,397,434 3,160,641,586 0 0 3,160,641,586 97,676,657 2,716,053,972 2,813,730,629 0 0 2,813,730,629 346,910,957

　　　　　社会変革推進事業費 128,980,003 300,953,323 429,933,326 0 0 429,933,326 132,507,625 340,733,828 473,241,453 0 0 473,241,453 ▲ 43,308,127

　　　　　海洋連携推進事業費 1,046,049,512 0 1,046,049,512 0 0 1,046,049,512 550,828,307 0 550,828,307 0 0 550,828,307 495,221,205

　　　　　支払預保納付金支援金 　 0 267,654,000 267,654,000 0 0 267,654,000 0 271,833,000 271,833,000 0 0 271,833,000 ▲ 4,179,000

　　　　　補助金等事業費 　 0 0 0 242,234,856 0 242,234,856 0 0 0 1,391,454,632 0 1,391,454,632 ▲ 1,149,219,776

　　　　　ビル運営費 　 116,752,688 97,133,490 213,886,178 0 6,457,106 220,343,284 119,095,902 99,041,019 218,136,921 0 6,461,777 224,598,698 ▲ 4,255,414

　　　　　事業管理費 　 859,927,037 708,092,778 1,568,019,815 42,415,987 3,212,516 1,613,648,318 772,208,772 608,606,486 1,380,815,258 44,076,757 3,059,932 1,427,951,947 185,696,371

　　　　　　給与費 　　 525,716,581 485,276,838 1,010,993,419 13,800,000 0 1,024,793,419 496,115,137 439,951,156 936,066,293 0 0 936,066,293 88,727,126

　　　　　　福利厚生費 　　 79,276,463 73,178,273 152,454,736 0 0 152,454,736 72,294,301 64,110,039 136,404,340 0 0 136,404,340 16,050,396

　　　　　　賞与引当金繰入額 　　 15,734,160 14,523,840 30,258,000 0 0 30,258,000 16,165,000 14,335,000 30,500,000 0 0 30,500,000 ▲ 242,000

　　　　　　退職給付費用 　　 27,214,458 36,736,950 63,951,408 0 0 63,951,408 25,975,846 23,035,184 49,011,030 0 0 49,011,030 14,940,378

　　　　　　調査費 　　 4,178,379 3,856,963 8,035,342 0 0 8,035,342 3,187,352 2,826,518 6,013,870 0 0 6,013,870 2,021,472

　　　　　　減価償却費 　　 192,186,653 93,709,836 285,896,489 0 2,970,956 288,867,445 140,257,120 64,320,999 204,578,119 0 2,891,632 207,469,751 81,397,694

　　　　　　雑費 　　 15,620,343 810,078 16,430,421 28,615,987 241,560 45,287,968 18,214,016 27,590 18,241,606 44,076,757 168,300 62,486,663 ▲ 17,198,695

　　　　管理費 620,696,079 560,554,988 1,181,251,067 0 0 1,181,251,067 829,505,761 719,924,363 1,549,430,124 0 0 1,549,430,124 ▲ 368,179,057

　　　　　給与費 　 213,332,473 196,922,278 410,254,751 0 0 410,254,751 211,290,805 187,371,083 398,661,888 0 0 398,661,888 11,592,863

　　　　　　役員報酬 　　 96,068,076 88,678,222 184,746,298 0 0 184,746,298 94,212,221 83,546,684 177,758,905 0 0 177,758,905 6,987,393

　　　　　　職員給 　　 92,532,982 85,415,059 177,948,041 0 0 177,948,041 93,531,234 82,942,790 176,474,024 0 0 176,474,024 1,474,017

　　　　　　嘱託給 　　 24,731,415 22,828,997 47,560,412 0 0 47,560,412 23,547,350 20,881,609 44,428,959 0 0 44,428,959 3,131,453

　　　　　福利厚生費 　 38,180,949 35,243,950 73,424,899 0 0 73,424,899 43,751,615 38,798,597 82,550,212 0 0 82,550,212 ▲ 9,125,313

　　　　　賞与引当金繰入額 　 3,218,280 2,970,720 6,189,000 0 0 6,189,000 3,425,390 3,037,610 6,463,000 0 0 6,463,000 ▲ 274,000

　　　　　役員退職慰労金 　 13,390,158 18,220,342 31,610,500 0 0 31,610,500 14,309,099 12,689,201 26,998,300 0 0 26,998,300 4,612,200

　　　　　退職給付費用 　 12,226,785 16,505,007 28,731,792 0 0 28,731,792 11,132,506 9,872,221 21,004,727 0 0 21,004,727 7,727,065

　　　　　旅費交通費 　 13,182,024 12,168,020 25,350,044 0 0 25,350,044 21,562,504 19,121,463 40,683,967 0 0 40,683,967 ▲ 15,333,923

　　　　　事務諸費 　 74,942,553 69,177,724 144,120,277 0 0 144,120,277 88,799,808 78,746,987 167,546,795 0 0 167,546,795 ▲ 23,426,518

　　　　　諸謝金 　 64,375,902 59,423,907 123,799,809 0 0 123,799,809 71,660,969 63,548,401 135,209,370 0 0 135,209,370 ▲ 11,409,561

　　　　　調査費 　 5,530,345 5,104,932 10,635,277 0 0 10,635,277 8,633,460 7,656,087 16,289,547 0 0 16,289,547 ▲ 5,654,270

　　　　　減価償却費 　 38,306,004 11,885,244 50,191,248 0 0 50,191,248 27,561,477 8,766,263 36,327,740 0 0 36,327,740 13,863,508

　　　　　  雑費 　 144,010,606 132,932,864 276,943,470 0 0 276,943,470 327,378,128 290,316,450 617,694,578 0 0 617,694,578 ▲ 340,751,108

　　　　経常費用計 33,948,401,625 36,392,257,253 70,340,658,878 325,944,774 9,669,622 0 70,676,273,274 29,024,935,870 27,974,776,125 56,999,711,995 1,463,886,282 9,521,709 0 58,473,119,986 12,203,153,288

　　　　当期経常増減額 ▲ 635,094,220 ▲ 495,348,751 ▲ 1,130,442,971 ▲ 934,620 12,622,130 0 ▲ 1,118,755,461 ▲ 388,341,624 ▲ 228,642,805 ▲ 616,984,429 0 11,839,554 0 ▲ 605,144,875 ▲ 513,610,586

科　　　　目

当年度 前年度

増減
１ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引

消去 合計 １ 号関係 2 号関係 小計 他資金関係 収益関係 内部取引
消去 合計

　( 2 ) 経常外費用

　　　特定資産除却損 510,453 415,716 926,169 0 0 926,169 2,674,877 0 2,674,877 0 0 2,674,877 ▲ 1,748,708

　　　　建物除却損 0 0 0 0 0 0 13 0 13 0 0 13 ▲ 13

　　　　建物付属設備除却損 1 1 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2

　　　　車両運搬具除却損 　 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 ▲ 1

　　　　什器備品除却損 　 510,445 415,715 926,160 0 0 926,160 4,034 0 4,034 0 0 4,034 922,126

　　　　電話加入権除却損 0 0 0 0 0 0 2,670,828 0 2,670,828 0 0 2,670,828 ▲ 2,670,828

　　　　商標権除却損 　 7 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0 7

　　　　ソフトウェア除却損 　 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 ▲ 1

 　　　特定資産寄付譲渡額 1,810,424 1,739,427 3,549,851 0 0 3,549,851 0 0 0 0 0 0 3,549,851

　　　　  建物付属設備寄付譲渡額 1,463,732 1,406,330 2,870,062 0 0 2,870,062 0 0 0 0 0 0 2,870,062

　　　　  什器備品寄付譲渡額 346,692 333,097 679,789 0 0 679,789 0 0 0 0 0 0 679,789

 　　　その他経常外費用 6,359,342 5,511,346 11,870,688 0 0 11,870,688 5,816,303 5,155,421 10,971,724 0 0 10,971,724 898,964

　 　　　為替差損 6,359,342 5,511,346 11,870,688 0 0 11,870,688 5,816,303 5,155,421 10,971,724 0 0 10,971,724 898,964

　　　経常外費用計 8,680,219 7,666,489 16,346,708 0 0 16,346,708 8,491,180 5,155,421 13,646,601 0 0 13,646,601 2,700,107

　　　　当期経常外増減額 768,097,392 540,469,180 1,308,566,572 174 100 1,308,566,846 706,268,669 695,671,958 1,401,940,627 0 0 1,401,940,627 ▲ 93,373,781

　　　　他会計振替前当期一般正味財産増減額 133,003,172 45,120,429 178,123,601 ▲ 934,446 12,622,230 189,811,385 317,927,045 467,029,153 784,956,198 0 11,839,554 796,795,752 ▲ 606,984,367

　　　　他会計振替額 0 6,228,885 6,228,885 0 ▲ 6,228,885 0 0 5,790,189 5,790,189 0 ▲ 5,790,189 0 0

　　　　税引前当期一般正味財産増減額 133,003,172 51,349,314 184,352,486 ▲ 934,446 6,393,345 189,811,385 317,927,045 472,819,342 790,746,387 0 6,049,365 796,795,752 ▲ 606,984,367

　　　　法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 1,182,100 1,182,100 0 0 0 0 1,071,700 1,071,700 110,400

　　　　当期一般正味財産増減額 133,003,172 51,349,314 184,352,486 ▲ 934,446 5,211,245 188,629,285 317,927,045 472,819,342 790,746,387 0 4,977,665 795,724,052 ▲ 607,094,767

　　　　一般正味財産期首残高 708,158,165 721,686,151 1,429,844,316 0 23,540,483 1,453,384,799 390,231,120 248,866,809 639,097,929 0 18,562,818 657,660,747 795,724,052

　　　　一般正味財産期末残高 841,161,337 773,035,465 1,614,196,802 ▲ 934,446 28,751,728 1,642,014,084 708,158,165 721,686,151 1,429,844,316 0 23,540,483 1,453,384,799 188,629,285

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　受取交付金（指） 51,553,507,193 37,282,632,237 88,836,139,430 0 0 88,836,139,430 31,322,464,284 29,153,324,492 60,475,788,776 0 0 60,475,788,776 28,360,350,654

　　　　　受取交付金（指） 38,687,507,193 36,148,632,237 74,836,139,430 0 0 74,836,139,430 31,322,464,284 29,153,324,492 60,475,788,776 0 0 60,475,788,776 14,360,350,654

　　　　　高度情報化基金返還収益（指） 12,866,000,000 1,134,000,000 14,000,000,000 0 0 14,000,000,000 0 0 0 0 0 0 14,000,000,000

　　　　受取寄付金（指） 0 2,157,689,833 2,157,689,833 0 0 2,157,689,833 0 4,730,818,972 4,730,818,972 0 0 4,730,818,972 ▲ 2,573,129,139

　　　　受取預保納付金支援金（指） 0 220,000,000 220,000,000 0 0 220,000,000 0 140,000,000 140,000,000 0 0 140,000,000 80,000,000

　　　　受取補助金等（指） 0 0 0 634,004,277 0 634,004,277 0 0 0 15,900,788 0 15,900,788 618,103,489

　　　　物品受贈益（指） 0 2,508,000 2,508,000 0 0 2,508,000 0 84,946,400 84,946,400 0 0 84,946,400 ▲ 82,438,400

　　　　雑収益（指） 0 0 0 65,000,000 0 65,000,000 0 0 0 52,500,000 0 52,500,000 12,500,000

　　　　　　雑収益（指） 　 0 0 0 65,000,000 0 65,000,000 0 0 0 52,500,000 0 52,500,000 12,500,000

　　　　基本財産運用益（指） 3,105,323 1,405,642 4,510,965 0 0 4,510,965 3,343,177 1,501,849 4,845,026 0 0 4,845,026 ▲ 334,061

　　　　　　基本財産受取利息（指） 　 3,105,323 1,405,642 4,510,965 0 0 4,510,965 3,343,177 1,501,849 4,845,026 0 0 4,845,026 ▲ 334,061

　　　　特定資産運用益（指） 216,516 8,829,454 9,045,970 0 0 9,045,970 176,609 12,376,426 12,553,035 0 0 12,553,035 ▲ 3,507,065

　　　　　　特定資産受取利息（指） 　 216,516 8,829,454 9,045,970 0 0 9,045,970 176,609 12,376,426 12,553,035 0 0 12,553,035 ▲ 3,507,065

　　　　貸倒引当金取崩額（指） 0 0 0 0 0 0 23,324,202 0 23,324,202 0 0 23,324,202 ▲ 23,324,202

　　　　貸倒引当金繰入額（指） ▲ 30,916,590 0 ▲ 30,916,590 0 0 ▲ 30,916,590 0 0 0 0 0 0 ▲ 30,916,590

　　　　国庫補助金返還額（指） 0 0 0 ▲ 127,531,249 0 ▲ 127,531,249 0 0 0 ▲ 191,544,358 0 ▲ 191,544,358 64,013,109

　　　　特定資産評価損益等 224,944,589 0 224,944,589 0 0 224,944,589 70,027,214 ▲ 20,000,000 50,027,214 0 0 50,027,214 174,917,375

　　　　一般正味財産への振替額（指） ▲ 33,028,255,985 ▲ 35,764,403,892 ▲ 68,792,659,877 ▲ 325,010,154 ▲ 2,652,000 ▲ 69,120,322,031 ▲ 28,321,761,859 ▲ 27,593,813,371 ▲ 55,915,575,230 ▲ 1,463,886,282 ▲ 2,652,000 ▲ 57,382,113,512 ▲ 11,738,208,519

　　　　当期指定正味財産増減額 18,722,601,046 3,908,661,274 22,631,262,320 246,462,874 ▲ 2,652,000 22,875,073,194 3,097,573,627 6,509,154,768 9,606,728,395 ▲ 1,587,029,852 ▲ 2,652,000 8,017,046,543 14,858,026,651

　　　　指定正味財産期首残高 239,586,477,288 44,708,055,071 284,294,532,359 934,480,957 258,077,000 285,487,090,316 236,488,903,661 38,198,900,303 274,687,803,964 2,521,510,809 260,729,000 277,470,043,773 8,017,046,543

　　　　指定正味財産期末残高 258,309,078,334 48,616,716,345 306,925,794,679 1,180,943,831 255,425,000 308,362,163,510 239,586,477,288 44,708,055,071 284,294,532,359 934,480,957 258,077,000 285,487,090,316 22,875,073,194

Ⅲ　正味財産期末残高 259,150,239,671 49,389,751,810 308,539,991,481 1,180,009,385 284,176,728 310,004,177,594 240,294,635,453 45,429,741,222 285,724,376,675 934,480,957 281,617,483 286,940,475,115 23,063,702,479

〈 INFORMAT ION 〉

　2021年4月1日から2022年3月31日まで

会計報告［ 正味財産増減計算書 ］
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名 称： 公益財団法人　日本財団
会 長： 笹川陽平
所 在 地： 〒107-8404 東京都港区赤坂1-2-2
設立年月日： 1962（昭和37）年10月1日
基 本 財 産： 287億円
人 員 構 成： 評議員7名、理事10名、監事3名、職員130名

活動内容
日本財団は、ボートレース事業からの拠出金をもとに、海洋・船舶に関する問題の解決、福祉や
教育の向上､ 人道援助や人材育成を通じた国際貢献など、人々のよりよい暮らしを支える活動
を推進しています。

役員　　　　　　　　　　　　　　　　 ファイナンシャルコミッティ委員

  日本財団は、評議員・アドバイザリー会議委員に加え、さまざまな外部識者からご意見をいただきながら活動しています

評議員　　　　　　　　　　　　アドバイザリー会議委員

舟券購入 売上金の75％
（的中舟券の購入者に払い戻し）

日本財団への
交付金

（約3.1％）

（一財）日本モーターボート
競走会への交付金
（約1.3％）

地方公共団体
金融機構への納付金
（約0.3％）

開催経費
（実費）

レースを主催する
地方自治体
（残額）

売上金の25％

レースを主催する自治
体から委託を受け、
ボートやモーターの維
持・管理、競走開催中
の選手の管理、競走の
運営など、レースの公
正かつ安全な実施のた
めに使われています。

地方公共団体金融機
構を通じて、上下水道
の整備など、地域で役
立てられています。

管理費、人件費、施設
費、選手への賞金など
に使われています。

地方自治体の会計予
算に組み入れられ、小
中学校や体育館、美術
館、公営住宅や病院な
どの公共施設の建設に
使われています。

レースを主催する全国103地方自治体

ボートレース場でレース開催

舟券購入者

ボートレースの売上金の約3.1％
日本財団は、国土交通大臣が指定する船舶等振興機関として、全国の地方自治体が主催するボー
トレースの売上金の約3.1％を交付金として受け入れ、国内外の公益事業を実施している団体へ
の事業支援を行っています。

※ボートレースは、1951年（昭和26年）に制定されたモーターボート競走法に基づき運営され、地方自治体が施行者（主催者）となって
　全国24のボートレース場でレースが開催されています。

ボートレースの売上金の流れ

名　前 役職名 職業または旧役職
笹川 陽平 会長 元・日本財団 理事長
尾形 武寿 理事長 元・日本財団 常務理事
前田 晃 専務理事 元・日本財団 常務理事
海野 光行 常務理事 元・日本財団 海洋グループ長
樺沢 一朗 常務理事 元・日本放送協会 報道局 国際部 副部長
笹川 順平 常務理事 株式会社ナスタ 代表取締役社長

森 祐次 常務理事 元・日本財団 ソーシャルイノベーション本部
上席チームリーダー

吉倉 和宏 常務理事 元・日本財団 総務部長
秋元 真理子 理事 株式会社旭リサーチセンター 上級研究員

和泉 昭子 理事 生活経済ジャーナリスト・
ファイナンシャルプランナー

青木 基昭 常勤監事 元・日本財団 監査部長
大藪 卓也 非常勤監事 公認会計士
林 廣志 非常勤監事 税理士

名　前 職業または旧役職
猪木 武徳 大阪大学名誉教授

門野 泉 公益財団法人 東京財団政策研究所
理事長

椎橋 隆幸 中央大学名誉教授
千野 境子 産経新聞社 客員論説委員

波多野 茂丸
福岡県遠賀郡 芦屋町長

（一社）全国モーターボート競走施行者
協議会 会長 

箭内 昇 アローコンサルティング事務所 代表
山本 一力 作家

名　前 職　業
今村 久美 認定特定非営利活動法人カタリバ 代表理事
大越 健介 元日本放送協会 報道局 記者主幹
西山 公隆 朝日新聞 ゼネラルマネジャー補佐
ハヤシダ ジェフ 元アマゾンジャパン合同会社 社長
米良 はるか READYFOR株式会社 代表取締役

名　前 役職名 職　業

和泉 昭子 委員 生活経済ジャーナリスト・
ファイナンシャルプランナー

金子 隆 委員長 慶応義塾大学 名誉教授
佐々木 百合 委員 明治学院大学経済学部 教授
高橋 豊治 委員 中央大学商学部 教授
前田 晃 委員 日本財団 専務理事

計13名（50音順）

計5名（50音順/敬称略）

計5名（50音順/敬称略）

計7名（50音順/敬称略）

活動資金 組織概要

　2022年3月31日時点 　2022年3月31日時点
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